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税務情報 

2024年度税制改正関連情報 

1. 東京都主税局 － 外形標準課税の対象法人の見直しに関する Q&Aの公表

2024年度税制改正により、法人事業税の外形標準課税について、現行の外形標
準課税の対象法人（事業年度末日の資本金が 1 億円超の法人）に加えて、①前
事業年度に外形標準課税の対象であり、かつ、事業年度末日の資本金と資本剰
余金の合計額（以下、「払込資本の額」）が 10億円超の法人、②払込資本の額が
50億円超の法人等（以下、「特定法人」）の 100％子法人等のうち事業年度末日
の払込資本の額が 2 億円超の法人が、新たに外形標準課税の対象とされること
となりました。 

上記①（減資への対応）についての改正は 2025 年 4 月 1 日以後に開始する事
業年度から、②（100％子法人等への対応）についての改正は 2026年 4月 1日
以後に開始する事業年度から、それぞれ適用することとされています。 

これを受け、東京都主税局は 10月 17日、「外形標準課税に関する Q&A」のペ
ージに、外形標準課税の対象法人の見直しに関する以下の Q&A を公表しまし
た。 

 15 外形標準課税の対象法人の見直し（減資への対応）

上記①（減資への対応）に関する Q&Aが 4問掲載されており、たとえば、以下
の取扱いが解説されています。 

 2025年 4月 1日以後に設立された法人について、設立時の資本金は 1億円
で払込資本の額が 10億円を超えている場合であっても、「前事業年度に外形
標準課税の対象法人」である要件に該当しないため、外形標準課税の対象と
はならない。（Q3）

 16 外形標準課税の対象法人の見直し（100％子法人等への対応）

上記②（100％子法人等への対応）に関する Q&Aが 6問掲載されており、たと
えば、以下の取扱いが解説されています。 

 100％子法人等への対応における特定法人について、外国法人を除外する規
定はないため、親会社が外国法人（日本に恒久的施設を有しない外国法人を
含む。）の場合であっても、その外国法人が特定法人の要件を満たせば、事
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業年度末日時点でその外国法人である特定法人と完全支配関係にある子会
社（払込資本の額が 2億円超）は外形標準課税の対象となる。（Q1） 

 孫会社における外形標準課税の対象該当性について、（i）親会社が特定法人
に該当するが子会社は外形標準課税の対象ではない場合や、（ii）親会社は外
形標準課税の対象ではないが子会社が特定法人に該当する場合においても、
孫会社と特定法人との間にその特定法人による完全支配関係がある場合に
は、その孫会社は外形標準課税の対象となる。（Q3）

なお、2024年度税制改正における外形標準課税の改正内容をまとめた以下のペ
ージも公表されています。 

 外形標準課税の対象法人の見直し及び中間申告義務判定に関する改正につ
いて

2. 国税庁 － 改正産業競争力強化法の施行に伴い適用が開始された税制措置
に係る通達の公表

2024 年度税制改正で整備された戦略分野国内生産促進税制及び中小企業事業
再編投資損失準備金制度（特別事業再編計画に係る措置）については、「新たな
事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改
正する法律」（以下、「改正産業競争力強化法」）に基づく認定等がその適用の前
提とされています。 

改正産業競争力強化法が 9月 2日に施行されたことに伴い（*）、これらの税制措
置についても同日から適用が開始されました。 

これを受け、国税庁は 10月 18日、これらの税制措置に係る以下の通達を公表
しました。 

 租税特別措置法関係通達（法人税編）の一部改正について（法令解釈通達）
（2024年 10月 11日付）

（*） 改正産業競争力強化法の施行に関する情報は、2024年 8月 30日発行の e-

Tax News No.315「2024年度税制改正関連情報 － 改正産業競争力強化法
の施行期日を定める政令等の公布」にてお知らせしています。 
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